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（まちづくり委員会資料） 

令 和 ８ 年 ９ 月 

都 市 計 画 局 

 

 

「京都市京町家の保全及び継承に関する条例」の改正案に関する 

市民意見募集の結果について 

 

本市では、京都基本構想に掲げる価値を体現する「京町家」を未来に継承する取組を

一層推進するため、令和８年４月に「京都市京町家保全・継承推進計画（第２次）」を策

定し、同計画に基づき、強化・充実した取組をスピード感もって進めているところです。 

この度、京町家の保全・継承の基本理念や本市をはじめとする各主体の責務、基本的

施策等を定めた「京都市京町家の保全及び継承に関する条例」の改正案について、市民

の皆様に広く御意見を募集し、この度、市民意見募集の結果を取りまとめましたので、

御報告いたします。 

 

１ 市民意見募集の概要について 

⑴  募集期間 

  令和８年７月２４日（金）から８月２４日（月）まで 

 

⑵ 周知方法 

・ 市民しんぶん全市版（令和８年８月１日号）への掲載 

・ まち再生・創造推進室のホームページ及び公式ＳＮＳへの掲載 

  ・ 市民意見募集リーフレットの配布（まち再生・創造推進室窓口、市役所案内所、

情報公開コーナー、各区役所・支所、各市立図書館、京都市景観・まちづくりセン

ター等） 

・ 重要京町家の所有者へ個別送付を実施 

・ 市役所前広場での対話型パブコメ、関係団体との意見交換を実施 

 

⑶ 意見募集結果 

ア 意見書数及び意見数 

    意見書数：１３８通  意見数：３９２件 

 

  イ 御意見をいただいた方の属性 

    別紙１のとおり 
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ウ 御意見の内訳 

項 目 意見数 

１ 条例改正について ２９２ 

 ⑴ 改正の目的  ８８ 

 ⑵ 社会全体で京町家の保全・継承に取り組む機運の醸成 １０３ 

 ⑶ 解体届出制度の実効性の向上 ９２ 

 ⑷ その他  ９ 

２ その他の御意見 １００ 

合計 ３９２ 

 

エ 主な御意見の内容と御意見に対する本市の考え方 

    別紙２のとおり 

 

２ 今後の予定 

  令和８年１１月 条例改正案を市会に提案 

 

 

参考資料 市民意見募集リーフレット 

 



御意見をいただいた方の属性 

 
１ 年代 

区分 通数 割合(％) 
２０歳未満 １ １％ 
２０代 ４ ３％ 
３０代 １３ ９％ 
４０代 ３２ ２３％ 
５０代 ３１ ２２％ 
６０代 ２８ ２０％ 
７０歳以上 ２６ １９％ 
無回答 ３ ２％ 
合計 １３８ １００％ 

２ お住まい等 

区分 通数 割合(％) 
京都市内在住 １１６  ８４％ 
市内に通勤・通学 １６ １２％ 
上記以外 ６ ４％ 
合計 １３８ １００％ 

 
３ 京町家との関係 

区分 通数 割合(％) 
京町家を所有又は居住 ５８ ４２％ 
過去に京町家を所有又は居住 １２ ９％ 
仕事や研究等で関係している ４３ ３１％ 
上記以外 ２５ １８％ 
合計 １３８ １００％ 

 
※割合は、小数点以下を四捨五入しているため、合計が１００にならない場合がある。 

別紙１ 
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御意見の内容と本市の考え方 

 
１ 条例改正について：２９２件 

（１）改正の目的について：８８件 

主な御意見（要旨） 件数 本市の考え方 

・改正には賛成である。 
・時代の変化に合わせて改正し、議論

することは大事である。 
・守るべき町家を守るためにもっと本

気で取り組んでほしい。 
・都市計画や景観政策だけでなく、税

制への踏み込みなど、あらゆる施策

を総動員する必要がある。 
・職住共存地区において、京町家の原

則解体禁止、居住機能を高めるため

の保全支援、隣接・周辺建築物の用途

を含めた規制など、早急に強力な対

応を検討いただきたい。 
・京町家の滅失に対する危機感が足り

ていないのではないか。 
・所有者や限られた関係者だけに負担

を求めるのではなく、行政、市民、事

業者、大学、地域団体等、それぞれに

役割に応じて関与できる仕組みが必

要である。 
・制度や規制の強化だけでなく、市が

目指す将来像を市民に分かりやすく

伝えることが重要である。 
・社会全体で取り組むために、地域に

とってその京町家が存在しているこ

とが重要であることの意味や価値を

明らかにして公表すべき。 
・なぜ京町家を残す必要があるのか、

具体的に明記すべき。 
・京町家を次世代に引き継いだ先に何

を目指そうとしているのか、よくわ

からない。 
など 

７０ 

京町家は、京都基本構想に掲げる京

都が未来に引き継いでいくべき３つの

価値を体現するものであり、京都が京

都であり続けるための拠り所の一つと

なっています。 
京町家の奥深い魅力と価値は、京都

の都市格を高めるものであり、これか

らの魅力あるまちづくりの資源とし

て、京町家は私たち京都市民にとって

も貴重な財産といえます。 
そのため、京町家の保全・継承の責

任は、所有者個人だけが担うべきもの

ではなく、本市を含めた社会全体で担

うべきものであると考えており、京町

家の保全・継承施策の根幹を成す京町

家条例にも、そのような考え方をしっ

かりと反映してまいりたいと考えてい

ます。 
また、京町家の魅力や価値とその保

全・継承の意義を国内外に強く発信し

ていくことや、京町家を次世代に引き

継ぎ、京都固有の魅力あるまちづくり

にいかしていくことを条例においても

明確にしてまいります。 

・京町家の生活文化も継承する視点を

盛り込んでほしい。 
・京町家は京都の大切な歴史や文化を

受け継ぐ貴重な財産である。実際に

人が住み、暮らし続けることで価値

が維持されると考える。 
など 

１０ 

京町家が伝える生活文化には、密度

の高い地域社会における多様な関わり

合いの中で育まれてきた、現代におい

ても評価すべき共生の精神が息づいて

いると考えています。 
京町家条例では、「京町家が本市固有

の趣のある町並み及び個性豊かで洗練

別紙２ 
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された生活文化を象徴するもの」であ

ることを明記し、その保全・継承に取

り組んでいるところであり、今後も引

き続き取組を推進してまいります。 

・町家が滅失する要因に固定資産税、

相続税の高騰がある。早急に対策を

検討いただきたい。 
・京町家の維持管理はお金がかかる。 
・支援の充実をお願いしたい。 

など ８ 

京町家の維持管理には多くの経済的

負担が伴うことから、これまで様々な

支援を行ってきたものの、依然として

京町家の滅失に歯止めがかかっていな

い危機的な状況を踏まえ、今年度、改

修工事に対する補助制度の拡充や、維

持管理に関する応援金制度の創設な

ど、支援の大幅な充実を図ったところ

です。 
今後も引き続き、所有者への必要な

支援を行ってまいります。 
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（２）社会全体で京町家の保全・継承に取り組む機運の醸成：１０３件 

主な御意見（要旨） 件数 本市の考え方 

総論について 

・京町家を保全・継承する活動を社会

全体とする視点は大切である。市が

機運醸成に取り組むことは賛成であ

る。 
・教育現場での取組促進や、京都の生

活文化を子どもに継承するようにし

てほしい。 
・若年層にむけた施策に取り組んでい

ただきたい。 
など ３２ 

京町家の保全・継承を社会全体で支

える環境を構築するためには、京町家

の保全・継承の必要性について、市民や

事業者の皆様の共通理解を深めていく

ことが必要です。 
特に、これからの社会を支える若年

層は京町家の保全・継承に対する関心

が必ずしも高くないことが明らかとな

っているため、重点的な取組が必要で

あると考えています。 
様々な関係者と協力・連携を図りな

がら、京町家の魅力や価値、その保全・

継承の意義について分かりやすく発信

するとともに、京町家を身近に感じて

いただくための取組などを重点的に行

うことで、社会全体で京町家の保全・継

承に取り組む機運の醸成に努めてまい

ります。 
「各主体の責務・役割」等の見直し 

・賛同する。 
・「所有しようとする方」、「建築設計事

業者」を加えることを評価する。 
・これから居住・所有・活用する人々に

も京町家の価値や継承の意義を十分

に理解していただく機会が必要であ

る。 
・京町家の維持改修に関わる人々の啓

発が必要である。経済効果や収益優

先ではなく、建物として適切な改修

に必要な技能の習得を支援する仕組

みが必要ではないか。 
など 

１８ 

京町家の保全・継承を更に進めてい

くためには、あらゆる主体が自分ごと、

みんなごととして、それぞれの立場で

関わっていただくことが重要であると

考えています。 
今回の条例改正により、京町家の保

全・継承に関わる主体をより幅広く捉

え、各主体の責任・役割を明確にしたう

えで、啓発に取り組むことで、社会全体

で京町家の保全・継承を支える環境の

構築につなげてまいります。 

「京町家保全継承支援法人（仮称）の指定制度」の創設 

・賛同する。 
・支援法人の活躍に期待する。 
・活動している団体のサポートもあわ

せて必要である。 
・支援法人と市が協働する仕組みや地

域団体との連携など情報共有・連携

の在り方を十分に検討する必要があ

る。 

１８ 

京町家の保全・継承については、これ

までも本市だけでなく、様々な団体や

企業等が取組を行っています。 
「京町家保全継承支援法人（仮称）の

指定制度」は、こうした団体や企業等の

取組を後押しするとともに、本市と

様々な団体や企業等との連携を更に強

化するための仕組みであり、社会全体
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・制度の実効性と透明性を高めるため

にも、具体的にどのような民間団体

や専門組織を支援法人として指定す

るのか、選定基準を明確に示してほ

しい。 
など 

で京町家の保全・継承を支える環境の

構築につながるものと考えています。 
実効性と透明性の高い制度となるよ

う、検討を進めてまいります。 

・支援法人でも翻意を促すことは困難

ではないか。 
・所有者が変わる前や、所有者が取壊

しを検討し始めた早期の段階で、市

や支援法人が関与できる仕組みとす

ることが重要である。 
など 

９ 

解体届が提出された段階で翻意を促

すことは非常に難しい状況であること

から、解体届を契機とした支援だけで

なく、支援法人とも連携しながら、京町

家所有者に対する積極的なアプローチ

を行うなど、できるだけ早期の段階で

保全・継承の支援につなげる取組も行

ってまいります。 
その他具体的な提案 

・良い継承事例を所有者・居住者へ発

信する仕組みが必要である。 
・京都の大学で建築や設計を学ぶ学生

のボランティア活動として、京町家

に関する調査のほか、京町家に関わ

る職人さんや地域の方との交流など

をしてもらってはどうか。 
・京町家を単なる観光資源や保存対象

として捉えるのではなく、実際の暮

らしの場として身近に感じられるよ

うな情報発信や啓発活動の充実が必

要である。 
 など 

２６ 

京町家の保全・継承の機運を高める

ため、本市ホームページや冊子等にお

いて参考となる改修事例や活用事例を

紹介するなどの取組を行っているとこ

ろですが、今後は本市からの直接的な

情報発信を強化するだけでなく、支援

法人などとも連携しながら、より一層

効果的な情報発信に努めてまいりま

す。 
また、学生をはじめ京町家に関わる

機会が少ない方にも京町家の保全・継

承を自分ごととして捉えていただくき

っかけとなるよう、京町家の実態調査

や維持管理に関わる機会を創出するな

どの取組を検討してまいります。 
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（３）解体届出制度の実効性の向上（違反者の氏名公表）：９２件 

主な御意見（要旨） 件数 本市の考え方 

・違反者の罰則は厳しくやってほし

い。 
・解体前後の外観写真も公開してはど

うか。 
・広く市民の認識が深まるよう工夫し

て公表してはどうか。 
・やむを得ない場合もある。事情を適

切に判断してほしい。 
・賛同するが、過度な私権の制限にな

らないように基準を設けるべき。 
・罰則強化の内容や趣旨を関係者にし

っかりと周知すべき。 
・営業停止処分も考えてはどうか。 
・全ての京町家を対象にしてはどう

か。 
・解体工事業者だけでなく、元請けや

設計者の責任もあるのではないか。 
・過料の額が少なすぎる。 
・厳しすぎる。行き過ぎである。 
・京町家を所有・活用しようという

人々の意欲を削ぐことになる。 
・特に価値の高い京町家に限定するの

であればわかるが、一律に広げるの

は慎重にすべきではないか。 
・どの程度効果があるのか疑問であ

る。 
・罰則を強めるだけでは、解体を根本

的に止めることは難しいのではない

か。 
など 

５９ 

 解体届出制度は、解体を検討するに

至った際に、所有者に一旦立ち止まっ

て考えていただく最後の機会として、

取壊しの１年前までに届出を行ってい

ただく制度です。京町家の解体を防ぎ

保全・継承につなげるための最後の砦

であり、違反行為を放置すれば、制度

そのものの機能に支障をきたしかねな

いことから、悪質な違反の場合には、

所有者の氏名を公表できるものとする

ものです。 
 これまで、所有者の違反に対して

は、５万円の過料処分としているもの

の、施策の効果検証を行う中で、京町

家を解体、売却した際の利益と比較す

ると過料の額が小さく、効果が薄いの

ではないかと、有識者等で構成する

「京都市京町家保全・継承審議会」に

おいても御指摘をいただいていたとこ

ろです。 
 一方、条例で課すことができる秩序

罰としての過料については、地方自治

法において５万円以下と定められてい

ることから、過料の額を今以上に大き

くすることはできません。 
氏名公表制度は、違反行為に対する

制裁措置又は行政上の義務の履行を確

保する手段として違反事実の公表を可

能とするものであり、特に、京町家の

所有者が法人の場合は、企業のコンプ

ライアンスの観点からも、過料よりも

公表の方が違反の抑止効果を期待でき

ると考えています。 
 なお、公表に当たっては、過度な私

権の制限にならないよう、丁寧な行政

指導を行い、それでも制度の趣旨を無

視した解体が行われた結果、京町家の

保全・継承に著しく支障が生じる場合

に限定するなど、公表の基準を明確に

したうえで、解体届出制度の実効性を

高めてまいります。 
・解体届の実効性の向上についても機

運醸成が必要である。京町家への理
３３  今回の条例改正では、社会全体で保

全・継承に取り組む社会を目指し、機
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解を深める努力が必要ではないか。 
・京町家を壊すとペナルティではな

く、京町家を残すとメリットがある

という発想にしてはどうか。 
・解体までに至らないような段階で相

談できる仕組みが必要である。 
・解体届に至った際に、個々の事情に

合わせて専門家がチームで寄り添う

仕組みが必要ではないか。 
など 

運醸成にもあわせて取り組むこととし

ており、京町家の保全・継承に向けた

取組を着実に実施してまいります。 

 
（４）その他：９件 

主な御意見（要旨） 件数 本市の考え方 

・長屋の扱いが柔軟になることはよ

い。 
・京町家の定義を、過去に京町家の要

素があったものも加えてはどうか。 
・条例改正の中身がわかりにくい。 

など 

９ 

 いただいた御意見も参考に、今後の

取組を進めてまいります。 
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２ その他の御意見：１００件 

主な御意見（要旨） 件数 本市の考え方 

京町家施策に関すること 
【支援制度】 
・改修補助金や保全・継承応援金など、

踏み込んだ施策が実施され、少しず

つ充実してきていると感じている。 
・改修補助金の予算が不足するのは問

題である。 
・応援金制度については、小規模なも

のも対象としてほしい。 
・補助制度が分かりにくい。 
・補助金は、申請手続などが負担であ

る。 
など 

２７ 

 京町家の維持には、多くの経済的負

担が生じていると認識しており、改修

補助金制度の拡充や維持管理に使える

応援金制度の創設など、所有者支援を

大幅に充実させたところです。 
 今後も引き続き、必要な支援につい

て検討してまいります。 

【税負担】 
・京町家を維持継承したくても、固定

資産税や相続税の負担のためにあき

らめざるを得ないケースも多い。軽

減策を考えてもらいたい。 
・補助金には限度があり、制度的にも

自立していくためには税の減免など

が有効である。 
・所有者が残したい、残すことができ

ると思える環境を整えることが不可

欠である。京町家を京都全体の財産

として守るため、その負担を社会全

体で分担する仕組みが必要であるの

で、具体的な施策として固定資産税

の負担軽減を検討してほしい。 
など 

９ 

解体など現状変更が制限されている

京町家は、保全・継承の重要度が高い

一方で、所有者が自由に財産処分がで

きないなどの制限を受けるという点等

に着目し、固定資産税の課税の在り方

の検討を進めています。 
一方で、京町家の滅失に歯止めをか

けるためには、できることから速やか

に着手する必要があるため、今年度、

新たに応援金制度を創設し、固定資産

税をはじめとする維持管理に係る所有

者の負担軽減を図っているところで

す。 
また、相続を契機とした滅失は大き

な課題であると捉えています。これま

でも、国に対して相続税の減免制度の

創設等の要望を行っているところです

が、今後も引き続き相続に伴う京町家

の滅失を防止するための手立てについ

て研究し、国に対する働き掛けを継続

していくほか、相談対応の充実などの

取組を進めてまいります。 
【社会的保有及び活用流通の促進等】 
・保全価値が高いものは、市が買い取

る、あるいは公的な保存団体等が取

得できる仕組みを検討していただき

たい。 
・町家の保全継承につながる投資を促

進し、短期的な収益を目的とした投

資を抑制するような方針が必要であ

７ 

京町家を取り巻く状況が厳しくなる

中で京町家を未来に遺していくために

は、社会全体で京町家の保全・継承を

支える環境を構築していくことが必要

であると考えています。 
京町家の社会的保有及び活用流通の

促進をはじめ、様々な観点からの取組

を着実に進めることで、京町家の保
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る。 
・京町家の価値を理解した人に売るよ

うにできないか。 
・保全・継承に関わろうとする企業を

もっと顕彰してはどうか。 
など 

全・継承につなげてまいります。 

【適切な改修の促進等】 
・継続的に使い続けられる健全な改修

への指導が必要である。地域ごとに

町家の設計をチェックする機能が持

たせられないか。 
・本来の京町家が持つ価値は、外観の

美しさだけでなく、素材が持つ健や

かさも兼ね備えている。 
・京町家に関わる職人の育成は早急に

取り組まなければならない。 
・解体される古材の保管、再利用する

仕組みも検討すべき。 
など 

１０ 

この間、法令にのっとった京町家の

改修方法や手続の解説書「京町家でき

ること集」の作成・公表のほか、京都

市景観・まちづくりセンターにおいて

も、京町家を改修する際の注意事項を

まとめた冊子「京町家をリノベする、

その前に」の発行や、京町家再生セミ

ナーの開催など、職人、技術者の育成

につながる取組を行っているところで

す。 
いただいた御意見も参考に、今後も

引き続き、関係団体と連携し、職人、

技術者の育成支援を行ってまいりま

す。 
【相談体制】 
・市が所有する京町家を活用して、相

談センターを設置してほしい。 
・窓口の一本化ができないか。 
・単なるマッチングではなく、建物の

状況、所有者、居住者の人柄を加味

した対応が必要である。病気に予防

が必要なように、解体に至る前に支

援するチームが支える環境を整えて

ほしい。 
など 

５ 

京町家に関わる様々な問題について

は、京都市景観・まちづくりセンターの

相談窓口で対応を行っています。 
いただいた御意見も参考に、関係団

体や専門家との連携強化を図りなが

ら、相談窓口となっている京都市景観・

まちづくりセンターの機能強化を図っ

てまいります。 

【面的な取組】 
・高さ規制など都市計画・景観政策の

在り方から根本的に見直すべきであ

る。 
・面的に開発を抑える仕組みを検討し

てほしい。 
・新たな町並みを作っていくことに軸

足を移すべきではないか。 
・新規の町家を建てる政策も考えてい

くべき。 
・昨今の地震被害を思えば、何よりも

建物の倒壊、火災を防ぐことが大事

である。災害に強いまちづくりに逆

行するのではないか。 

１８ 

建築物の高さなどの規制強化は、私

権の制限に関わるものであるとともに

都市の経済活動など広範な影響が生じ

ることから、更に踏み込んだ規制強化

については幅広い視点で慎重かつ丁寧

な検討が必要と考えています。 
また、京町家と調和する町並み景観

の保全・創出に向けては、京町家の保

全・継承の取組と共に、景観政策を考

えていくことが重要であると考えてい

ます。 

今後も、都市計画や景観政策をはじ

め、幅広い施策とも連携しながら、京

町家の保全・継承の取組を進めてまい
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・危険な空き家まで守る必要はない。 
など 

ります。 

【生活文化の継承・教育】 
・京町家は「保存する建物」ではなく

「人が暮らし続ける建物」であるこ

とが大事である。若者や子育て世代

が入居しやすい賃貸制度、経済的負

担を抑えて取得できる制度も検討い

ただきたい。 
・建物を残すことだけでなく、そこで

営まれた暮らしを未来へ継承する視

点も大切である。 
・京町家が市民共有資産であるという

意識の底上げには、若年からの教育

が必要である。 
・こどもたちの教育のために、いつで

も体験できる場が必要である。 
など 

８ 

京町家の本質的な価値を未来につな

ぐためには、京町家を「暮らし」や「営

み」の場として利用することを誘導し

ていくことは重要であると考えていま

す。今後も、様々な手法で、京町家を

「暮らし」と「営み」の場として活用す

ることを誘導するとともに、未来を担

う若い世代が京町家の魅力に触れる機

会の創出に努めてまいります。 

その他 
・保全・再生に積極的に取り組んでい

て感謝する。 
・住民の立場になって考えてほしい。 
・京町家以外の古民家は支援制度がな

く困窮している。それらも視野に入

れてほしい。 
など 

１６ 

いただいた御意見は、関係部署とも

共有のうえ、今後の取組を進めてまい

ります。 

 



意見募集期間
令和８年７月２４日（金）～８月２４日（月）【必着】

「京都市京町家の保全及び継承に関する条例」
の改正案について

パブコメくん

皆様からの御意見を
募集しています！

京都市では、千年先の未来を見据え、今後の四半世紀を展望する京都のまちの羅針盤となる「京都基

本構想」を令和7年１２月に定めました。京町家は「京都基本構想」に掲げる、京都が未来に引き継いで

いくべき価値を体現するものであり、京都が京都であり続けるための拠り所の一つです。

京町家は、先人たちが日々の暮らしの中で大切に育み、紡いできた貴重な財産であり、わたしたち京

都市民は、この先人たちの営為の結晶を未来に伝え遺していく責任があります。

京町家条例に基づき指定を行っている京町家については滅失に至る割合が他と比べて低く抑えられ

ているなど、これまでの取組の効果は一定認められるものの、今なお、毎日約２軒のペースで京町家の

滅失が進むとともに、京町家の危機的状況が社会課題として十分に認知されていない状況です。

この危機的な状況を強く認識し、それを市民のみならず国内外の人々と共有しながら、京町家の保全・

継承の取組を前に進めていかなければなりません。

そこで、社会全体で京町家を保全・継承する将来を目指し、より実効性の高い施策推進を図るため、

「京都市京町家の保全及び継承に関する条例」を改正しますので、広く市民の皆様から御意見を募集し

ます。

意見募集
フォーム

・右の二次元コードリンク先の意見募集フォームから御提出ください。
・京都市HPの意見募集フォームからも御回答いただけます。

https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=11720

電子メール machisai_kyomachiya@city.ｋyoto.lg.jp
※ メールの件名は「パブリックコメント」としてください。

提出先
（お問合せ先）

持参、郵送、FAX等で御提出いただくこともできます。
〒604-8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488
京都市 都市計画局 まち再生・創造推進室（京町家保全継承担当）
ＴＥＬ：０７５－２２２－３５０３ FAX:０７５－２２２－３４７８
※ 持参の場合は、平日の午前8時45分～午後５時３０分（正午～午後１時を除く）に御来庁ください。

条例の改正内容（案）は３ページ

京町家条例 パブコメ 検索

社会全体で京町家を保全・継承する将来に向けて

解体届出制度の実効性を高めます社会全体で守る機運を高めます

意見募集の趣旨

1

https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=11720


京町家条例の概要 これまでの取組と課題

京町家条例に基づく取組の現状

【京町家条例に基づく指定制度について】
趣のある町並み又は個性豊かで洗練された生活文化の保全及び継承を図るうえで

特に重要な京町家（重要京町家）や地域（京町家保全重点取組地区）を条例に基づき
指定しています。
指定京町家の所有者は、改修補助などの支援を受けられます。また、指定京町家を

解体する際には、その１年前までに「解体届」を提出していただく必要があります。

【京町家条例に基づく解体届出制度について】
京町家について、取壊しも含めた処分を検討しようとする際に、早い段階で市に届け出ていただ

くことで、京町家の保全や活用方法について幅広い選択肢をお示しし、当該京町家の保全・継承に
つなげていくことを目的とした制度です。

解体届が提出された京町家について、活用希望者と
マッチングが成立し、継承につながった事例もある一
方で、多くの場合は、解体に至っています。
また、解体届出制度の趣旨を理解いただけず、条例

に違反して解体される事例もみられます。

解体届出提出後の状況（令和7年度末：301件中）

保全・継承 協議中・未定 解体済

12 １０３ １８６

違反処分（令和7年度末）

所有者の過料処分 １０件

解体工事業者の勧告処分 ３件

協議の申出・相談

支援

解体届出

支援

解体の検討

保全・継承 解体

協議申出18件
保全成立6件

保全成立１２件

京町家の維持が困難な状況

京町家の保全・継承に向けた支援制度

京都市では、京町家条例に基づく様々な取組を行ってきましたが、令和６年度の調査では、京町家の滅失
に歯止めがかかってない状況や、京町家の危機的状況が社会課題として十分に認知されていない現状等
の課題が明らかとなっています。
そこで、京都市では、令和6年度から「京町家保全・継承審議会」において

施策の在り方について議論を重ね、「京都市京町家保全・継承推進計画（第
２次）」を策定するとともに、京町家所有者に対する支援の拡充をはじめ、京
町家の保全・継承を着実に推進するため、令和８年度予算を大幅に充実し、
取組を強化しています。
さらに、政策の根幹である京町家条例について、次の２つの視点で改正を

行い、施策の更なる推進を図ります。
① 社会全体で京町家の保全・継承に取り組む機運の醸成
② 京町家条例に基づく解体届出制度の実効性の向上

≪指定の状況（令和8年6月時点）≫
● 重要京町家： １７０2軒 ● 京町家保全重点取組地区： ２１地区

京町家の保全・継承を目的に、以下のような支援を行っています。詳しくは、以下のホームページを
御覧ください。
●京町家改修補助金、京町家保全・継承応援金

京町家の保全・継承を推進するため、京町家の改修工事や維持管理にかかる
経済的負担を軽減するための補助制度を設けています。
令和８年度から、制度を大幅に充実し、支援を行っています。

●京町家なんでも相談（京都市景観・まちづくりセンター）
京町家の維持管理、改修、活用等、様々な相談に対応しています。

京町家の総合情報サイト
「京町家を未来へ」

2

「京都基本構想」

京町家の保全・継承の現状や課題の
詳細、本市の今後の取組内容等を示
しています。

「京町家保全・継承
推進計画（第２次）」

現行の「京町家条例」
の概要はこちらから



京町家条例の改正内容（案）

〇重要京町家の所有者が解体届出制度に違反して解体し、その行為が京
町家の保全・継承に著しい支障が生じるおそれがある場合に、氏名公表
することができる制度を新たに設けます。

京町家を次世代に引き継いでいくため、従来の施策に加え、京町家を社会的に継承する仕組みの構
築や支援制度の新設・充実、都市計画や景観政策をはじめとした関連政策との連携、税の在り方の検
討など、今後もあらゆる施策を総動員する必要があります。
そこで、京都基本構想や京町家保全・継承審議会の答申を踏まえた「京町家の保全・継承のあるべき

将来像」を実現するため、政策の根幹である京町家条例について、前文を含め改正します。

〇京町家の定義について、長屋の場合は住戸単位で取り扱うこととします。これにより、重要京町家の
指定が住戸単位で可能となります。また、長屋の場合は、住戸ごとに解体届が必要となります。

２ 社会全体で京町家の保全・継承に取り組む機運の醸成

４ その他（これまでの運用を踏まえた規定の見直し）

【現行制度】
・所有者 ＝過料（5万円）
・解体工事業者＝勧告、氏名公表

【改正（案）】
・所有者 ＝過料（5万円）＋氏名公表
・解体工事業者＝勧告、氏名公表

３ 解体届出制度の実効性の向上（違反者の氏名公表の対象を所有者にも拡大）

京町家の保全・継承に著しい支障が
生じるおそれがある場合（違反を繰り
返す、過去に支援制度を活用している
など制度を明らかに知っているうえで
の違反行為を想定）

違反
（無届又は1年未満の解体）

過料

所有者の氏名公表

＋

3

皆様の御意見を
お寄せください！

○京町家の保全・継承に対する所有者その他多様な主体の共通理解を深めることの必要性について、基本理念や各主体の責
務・役割等に明記します。

○「京町家を取得しようとする方」の責務として、取得前に京町家の保全・継承について十分に理解し、協力していただくことを
求めます。

○建築設計業を営む者を事業者の定義に加えるとともに、事業者の責務について、京町家に近接する場所で工事等を行う際に、
京町家の維持管理に影響を及ぼさないように努めていただくことを追加します。

○京町家の改修に携わる建設事業者や建築設計業者に対して、伝統的な意匠・構造に配慮した改修等に努めていただくことを
追加します。

①「各主体の責務・役割」等の見直し
社会全体で京町家の保全・継承に取り組むことを目的に、第１章（総則）、第２章（京町家の保全及

び継承に関する基本的施策）を改正し、京町家の保全・継承に関わる主体に新たに「京町家を取得し
ようとする方」と「建築設計業者」を加えるほか、各主体の責務・役割の明確化を図ります。

②「京町家保全継承支援法人（仮称）の指定制度」の創設
京町家の保全・継承に取り組んでいる民間団体等（非営利法人や財団法人、その他京町家の保

全・継承につながる活動を行う会社等）で、一定の要件に該当する団体等を「京町家保全継承支援
法人（仮称）」として指定し、支援法人の活動をバックアップします。
さらに、京都市に解体届が提出された重要京町家について、京都市が当該京町家の所有者に対し

て個別具体的な保全・継承の提案等を行えるよう、支援法人に案件に応じた保全策の提案を求める
ことができる仕組みを構築し、京町家の保全・継承の実効性を高めます（下図参照）。

【個別具体的な活用提案の仕組み（案）】

民間のノウハウをいかした具体的な保全提案等を行えるよ
う、必要な範囲で、解体届が提出された京町家の情報を支
援法人に提供（※）できるようにします。
なお、所有者の希望により支援法人と直接相談していただ

くことも可能とします。

※制度の実効性を担保するため、所有者の同意を得ること
なく、必要最小限の情報提供ができる仕組みを検討します。

所有者 京都市

支援法人

解体届

支援、保全提案
保全
提案

解体届が提
出された京
町家の情報相談

求めに応じた具体的支援

１ 条例改正の目的（あるべき将来像の実現に向けた政策のアップデート）
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条例の改正案について

１ 条例改正の目的（あるべき将来像の実現に向けた政策のアップデート）

２ 社会全体で京町家の保全・継承に取り組む機運の醸成

３ 解体届出制度の実効性の向上（違反者の氏名公表の対象を所有者にも拡大）

その他御意見について

御意見を取りまとめる際の参考といたしますので、差し支えなければ該当する項目に〇を御記入ください。

【年代】 ①２０歳未満 ②２０歳代 ③３０歳代 ④４０歳代 ⑤５０歳代 ⑥６０歳代 ⑦７０歳以上

【京都との関わり】 ①京都市内在住（ 区） ②京都市内に通勤・通学（京都市外在住）

③それ以外（過去に京都に住んでいた、京都のまちが好き、など）

【京町家との関係】 ①京町家を所有又は京町家に居住 ②過去に京町家を所有又は京町家に居住

③仕事や研究等で京町家に関係している ④直接的な関係はない

ＦＡＸ等で送付いただく場合は、この用紙をお使いください。 FA X ：０７５－２２２－３４７８
右の二次元コードリンク先又は京都市ホームページ「意見募集フォーム」からも御回答いただけます。
h ttp s: //sc. ci ty . k y oto . l g . j p /m u l ti f o rm /m u l ti f o rm . p h p ? f o rm _i d = 117 2 0

いただいた御意見は、意見募集終了後、御意見の概要を取りまとめ、京都市ホームページで
公表します。御意見に対する個別の回答はいたしませんので、御了承ください。

京町家条例改正案に対する御意見記入欄 （令和８年８月２4日（月）必着）

（
切
り
取
り
線
）

https://sc.city.kyoto.lg.jp/multiform/multiform.php?form_id=11720

